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(57)【要約】
【課題】本発明は、機械特性、透明性、及び光学異方性
に優れた多層フィルムを提供することを目的とする。
【解決手段】第１の熱可塑性樹脂層と、第２の熱可塑性
樹脂層とが交互に積層されてなる多層フィルムであって
、
　前記第２の熱可塑性樹脂層は、炭素フィラーを含有し
、
　前記第１の熱可塑性樹脂層、及び、前記第２の熱可塑
性樹脂層の積層数の合計が、１０以上であり、
　前記炭素フィラーは、多層フィルムの面方向に対して
略平行に配向している
ことを特徴とする多層フィルム。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１の熱可塑性樹脂層と、第２の熱可塑性樹脂層とが交互に積層されてなる多層フィル
ムであって、
　前記第２の熱可塑性樹脂層は、炭素フィラーを含有し、
　前記第１の熱可塑性樹脂層、及び、前記第２の熱可塑性樹脂層の積層数の合計が、１０
以上であり、
　前記炭素フィラーは、多層フィルムの面方向に対して略平行に配向している
ことを特徴とする多層フィルム。
【請求項２】
　前記炭素フィラーは、カーボンナノチューブである、請求項１に記載の多層フィルム。
【請求項３】
　前記第１の熱可塑性樹脂層及び第２の熱可塑性樹脂層は、ポリプロピレン樹脂、ポリカ
ーボネート樹脂、アクリル樹脂、ポリエステル樹脂、及び環状オレフィン樹脂から選択さ
れる少なくとも１種の熱可塑性樹脂を含む、請求項１又は２に記載の多層フィルム。
【請求項４】
　請求項１～３のいずれかに記載の多層フィルムの製造方法であって、
　熱可塑性樹脂組成物及び炭素フィラー含有熱可塑性樹脂組成物を、溶融押出法によりダ
イリップ開口部から吐出して、熱可塑性樹脂組成物からなる第１の熱可塑性樹脂層と、炭
素フィラー含有熱可塑性樹脂組成物からなる第２の熱可塑性樹脂層とが交互に積層された
多層フィルムを得る工程１を有し、
　前記第１の熱可塑性樹脂層、及び前記第２の熱可塑性樹脂層の積層数の合計が、１０以
上であり、
　前記ダイリップ開口部のクリアランスは、０．５ｍｍ以下であり、
　前記炭素フィラーは、多層フィルムの面方向に対して略平行に配向している、
ことを特徴とする多層フィルムの製造方法。
【請求項５】
　前記工程１の後に、更に、前記多層フィルムを長手方向又は幅方向に一軸延伸した後、
直ちに熱処理を行う工程２を有する、請求項４に記載の多層フィルムの製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、機械特性及び光学特性に優れた多層フィルムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　熱可塑性樹脂は一般に成形加工性に優れ、かつ多様な実用性能や経済性の観点から、フ
ィルム、シート、パイプ、繊維等、用途に応じて幅広く利用されている。熱可塑性樹脂フ
ィルムの用途として、光学・電子材料用途等では、近年更に多機能且つ高品質のフィルム
が注目されている。このような高機能フィルムに対する要求性能は高く、機械特性、寸法
安定性、表面特性、光学特性、電気特性などの一般品質に加え、更に、経時使用に当って
の各種品質の耐久性が要求される。上述のような熱可塑性樹脂を用いたフィルムは、これ
らの要求を十分に満たすものではない。
【０００３】
　一方、熱可塑性樹脂は、各種フィラーをはじめとする充填材を添加し、複合材として用
いられたり、他の樹脂を併用して特殊な構造に複合成形されたりすることにより、機械特
性、熱特性、光学特性などが向上することがある。
【０００４】
　例えば、特許文献１では、各種の耐衝撃性樹脂をベースとし、これに針状の無機フィラ
ーを添加することにより、耐熱性、耐衝撃性、曲げ剛性、難燃性が改良された樹脂組成物
及びその成形体が提案されている。
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【０００５】
　また、特許文献２では、樹脂層が厚み方向に５～３０００層積層され、少なくとも１層
が結晶性樹脂層であり、且つ少なくとも１層が非晶性樹脂層である積層フィルムが記載さ
れている。
【０００６】
　しかしながら、特許文献１に記載された樹脂組成物及び成形体は、無機物充填材の種類
や形状によって、機械特性が十分に向上せず、且つ、透明性、光学異方性等の光学特性が
低下するという問題がある。
【０００７】
　また、特許文献２に記載された積層フィルムは、フィラーなどの充填材により材料の微
細構造まで変化していないので、剛性、強靭性、寸法安定性が不十分であるという問題が
ある。
【０００８】
　一方、実質的に炭素原子のみから構成されるフィラーとして、グラファイト、カーボン
ナノチューブ、グラフェンなどが知られている。特にカーボンナノチューブは、炭素六員
環が連続的に結合して中空円筒状を成し、半径と長さの比、即ちアスペクト比が非常に大
きい特徴的な構造を有している。このため、様々な物理的、化学的特性を有するが、特に
電気的、光学的に特異な性質を発現する。これらの特性に注目し、機械特性に高品質な光
学・電気特性を加えた多機能且つ高機能な副材料として検討され、フィルムの構成材料と
しても検討されている。
【０００９】
　例えば、特許文献３では、カーボンナノチューブを高分子化合物や液晶化合物に分散配
合して複合樹脂を得て、該樹脂を溶融押出あるいは基材表面に塗工することにより製膜し
て偏光子を得る方法が提案されている。また特許文献４では、カーボンナノチューブをポ
リエステル樹脂に配合し、カーボンナノチューブを配合しないポリエステル樹脂と、共押
出法により積層した二層構成のフィルムが提案されている。
【００１０】
　しかしながら、特許文献３及び４に記載された製造方法により得られたフィルムは、カ
ーボンナノチューブの配向性が十分に検討されておらず、光学特性や機械特性に劣るとい
う問題がある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１１】
【特許文献１】特開２００６－１６９４４７号公報
【特許文献２】特開２００４－１３０７６１号公報
【特許文献３】特開２００２－３６５４２７号公報
【特許文献４】特開２００４－２９２６５６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１２】
　本発明は、上記の問題に鑑みてなされたものであり、機械特性、透明性、及び光学異方
性に優れた多層フィルムを提供すること目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　本発明者等は、上記目的を達成すべく鋭意研究を重ねた結果、第１の熱可塑性樹脂層と
、第２の熱可塑性樹脂層とが交互に積層されてなる多層フィルムにおいて、上記第２の熱
可塑性樹脂層は、炭素フィラーを含有し、上記第１の熱可塑性樹脂層及び前記第２の熱可
塑性樹脂層の積層数の合計が、１０以上であり、上記炭素フィラーは、多層フィルムの面
方向に対して略平行に配向している構成とする多層フィルムによって上記目的を達成でき
ることを見出し、本発明を完成するに至った。
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【００１４】
　即ち、本発明は、下記の多層フィルムに関する。
１．第１の熱可塑性樹脂層と、第２の熱可塑性樹脂層とが交互に積層されてなる多層フィ
ルムであって、
　前記第２の熱可塑性樹脂層は、炭素フィラーを含有し、
　前記第１の熱可塑性樹脂層、及び前記第２の熱可塑性樹脂層の積層数の合計が、１０以
上であり、
　前記炭素フィラーは、多層フィルムの面方向に対して略平行に配向している
ことを特徴とする多層フィルム。
２．前記炭素フィラーは、カーボンナノチューブである、上記項１に記載の多層フィルム
。
３．前記第１の熱可塑性樹脂層及び第２の熱可塑性樹脂層は、ポリプロピレン樹脂、ポリ
カーボネート樹脂、アクリル樹脂、ポリエステル樹脂、及び環状オレフィン樹脂から選択
される少なくとも１種の熱可塑性樹脂を含む、上記項１又は２に記載の多層フィルム。
４．上記項１～３のいずれかに記載の多層フィルムの製造方法であって、
　熱可塑性樹脂組成物及び炭素フィラー含有熱可塑性樹脂組成物を、溶融押出法によりダ
イリップ開口部から吐出して、熱可塑性樹脂組成物からなる第１の熱可塑性樹脂層と、炭
素フィラー含有熱可塑性樹脂組成物からなる第２の熱可塑性樹脂層とが交互に積層された
多層フィルムを得る工程１を有し、
　前記第１の熱可塑性樹脂層、及び前記第２の熱可塑性樹脂層の積層数の合計が、１０以
上であり、
　前記ダイリップ開口部のクリアランスは、０．５ｍｍ以下であり、
　前記炭素フィラーは、多層フィルムの面方向に対して略平行に配向している、
ことを特徴とする多層フィルムの製造方法。
５．前記工程１の後に、更に、前記多層フィルムを長手方向又は幅方向に一軸延伸した後
、直ちに熱処理を行う工程２を有する、上記項４に記載の多層フィルムの製造方法。
【００１５】
　以下、本発明の多層フィルムについて詳細に説明する。
【００１６】
　本発明の多層フィルムは、　第１の熱可塑性樹脂層と、第２の熱可塑性樹脂層とが交互
に積層されてなる多層フィルムであって、上記第２の熱可塑性樹脂層は、炭素フィラーを
含有し、上記第１の熱可塑性樹脂層、及び、上記第２の熱可塑性樹脂層の積層数の合計が
、１０以上であり、上記炭素フィラーは、多層フィルムの面方向に対して略平行に配向し
ていることを特徴とする。
【００１７】
　上記特徴を有する本発明の多層フィルムは、炭素フィラーを含有する第２の熱可塑性樹
脂層が、第１の熱可塑性樹脂層と交互に積層され、上記第１の熱可塑性樹脂層及び上記第
２の熱可塑性樹脂層の積層数の合計を１０以上とすることで、第２の熱可塑性樹脂に含有
される炭素フィラーが特定の層平面内に存在することにより厚み方向への配向が抑制され
、面配向性が向上する。このため、剛性や表面硬度等の機械特性に優れ、フィルム走行安
定性が増し、且つ、透明性や面内光学異方性等の光学特性に優れる。このような本発明の
多層フィルムを、例えば液晶表示装置に用いると、液晶パネルの画像表示を長期間にわた
って安定させることが可能となる。
【００１８】
　以下、本発明の多層フィルムの詳細を説明する。
【００１９】
　図１は、本発明の多層フィルムの一実施形態を示す断面図である。図１に示す多層フィ
ルム１は、第１の熱可塑性樹脂層２１～２６と、第２の熱可塑性樹脂層３１～３７とを有
する。第１の熱可塑性樹脂層２１～２６と、第２の熱可塑性樹脂層３１～３７とは交互に
、多層フィルム１の厚み方向に積層されている。また、第１の熱可塑性樹脂層２１～２６
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、及び第２の熱可塑性樹脂層３１～３７の積層数の合計は、１０以上となっている。
【００２０】
　（第１の熱可塑性樹脂層）
　上記第１の熱可塑性樹脂層を形成する熱可塑性樹脂は、特に限定されず、従来公知の熱
可塑性樹脂を用いることができる。例えば、ポリプロピレン、ポリメチルペンテン等のポ
リオレフィン樹脂、ポリカーボネート樹脂、（メタ）アクリル樹脂、ポリスチレン樹脂、
ポリ塩化ビニル樹脂、ポリエチレンテレフタレート、ポリブチレンテレフタレート、ポリ
エチレンナフタレート等のポリエステル樹脂、環状オレフィン樹脂、ポリアミド樹脂、ポ
リアリレート樹脂及びポリイミド樹脂などが挙げられる。上記熱可塑性樹脂は、透明性が
高く、固有複屈折が低く、光弾性係数が小さい等の光学用途に必要とされる特性を発現す
ることができ、且つ、高い機械特性を示す点で、ポリプロピレン樹脂、ポリカーボネート
樹脂、アクリル樹脂、ポリエステル樹脂、及び環状オレフィン樹脂から選択される少なく
とも一種の熱可塑性樹脂を含むことが好ましい。
【００２１】
　上記ポリプロピレン樹脂は、上述の特性の他に、更に、ラジカル付加重合により得られ
るため、外観欠点となり得る架橋物や劣化物が発生し難く、疎水性を適度に有するため、
高湿環境下でも各特性が損なわれ難く、また、安価で容易に製造入手することが可能であ
る。上記ポリプロピレン樹脂は、ホモポリプロピレン樹脂を主成分とすることが好ましい
。ホモポリプロピレン樹脂は、ブロックポリプロピレンコポリマーやランダムポリプロピ
レンコポリマーに比べて立体規則性が高い。立体規則性の高い材料は結晶化度及び同一分
子間の親和性が高く、力学的特性を得ることができ、更に、一定の熱可塑性を示すので、
多層フィルムに高い剛性を付与することができる。上記ホモポリプロピレン樹脂は、より
立体規則性が高く結晶化し易い点で、アイソタクチックホモポリプロピレン樹脂であるこ
とがより好ましい。
【００２２】
　上記ホモポリプロピレン樹脂は、ヘプタン不溶分が９０％以上であることが好ましく、
９９％以上であることがより好ましい。このようなホモポリプロピレン樹脂を用いること
で、熱可塑性が高く、延伸後の分子配向が緻密な熱可塑性樹脂層を得ることができる。
【００２３】
　なお、上記ヘプタン不溶分は、ホモポリプロピレン樹脂の立体規則性の指標であり、ヘ
プタン不溶分が多いほど立体規則性が高いことを示す。上記ヘプタン不溶分は、具体的に
は、ホモポリプロピレン樹脂中の、ヘプタンにより溶解されない、ヘプタン不溶分の割合
である。上記ヘプタン不溶分は、ヘプタンにより溶解されないアイソタクチックポリプロ
ピレン樹脂の含有量の指標ともなる。上記ヘプタン不溶分は、例えば、特開平１０－３３
０７０６号公報に記載の方法に準じて測定することができる。
【００２４】
　上記アイソタクチックホモポリプロピレン樹脂は、メソペンタッド分率（ｍｍｍｍ）が
、９５％以上であることが好ましく、９８％以上であることがより好ましい。このような
アイソタクチックホモポリプロピレン樹脂を用いることで、熱可塑性が高く、延伸後の分
子配向が緻密な熱可塑性樹脂層を得ることができる。
【００２５】
　なお、上記メソペンタッド分率は、ポリプロピレン樹脂の立体規則性の指標であり、ポ
リプロピレン樹脂中のプロピレンモノマー単位中に含まれるメチル基が、互いに同方向に
５つ連続している割合を示す。上記メソペンタッド分率が高いほど、高い立体規則性を有
する。上記メソペンタッド分率は、例えば、特開平３－１４８５１号公報に記載の方法に
準じて測定することができる。
【００２６】
　上記ポリカーボネート樹脂は、樹脂分子構造中に炭酸エステル結合を持つポリマーであ
り、特に、分子鎖にジフェニルアルカンを有する芳香族ポリカーボネート樹脂は、耐熱性
、耐候性、耐酸性が優れているので好ましい。上記芳香族ポリカーボネート樹脂は、溶剤
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法、例えば、塩化メチレンなどの溶剤中で酸受容体、分子量調節剤の存在下、二価フェノ
ール単量体とホスゲンとの反応、または二価フェノール単量体とジフェニルカーボネート
とのエステル交換反応により得られる。
【００２７】
　上記二価フェノール単量体としては、２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）プロパ
ン（ビスフェノールＡ）、ビス（４－ヒドロキシフェニル）メタン、２，２－ビス（４－
ヒドロキシ－３－メチルフェニル）プロパン、２，２－（３，５，３’，５’－テトラク
ロロ－４，４’－ジヒドロキシフェニル）プロパン、２，２－（３，５，３’，５’－テ
トラクロロ－４，４’－ジヒドロキシジフェニル）プロパン等が挙げられ、特に好ましく
は、ビスフェノールＡである。なお、上記芳香族ポリカーボネート樹脂は、これら二価フ
ェノールの単独重合体、２種以上の二価フェノール単量体の共重合体、もしくはブレンド
物であってもよい。
【００２８】
　上記アクリル樹脂は、主に光学用材料としての使用が検討されている。上記アクリル樹
脂は、アクリル酸エステル単量体を単独重合又は共重合させることにより得られる。上記
アクリル酸エステル単量体は、下記式（１）で表される樹脂であることが好ましい。
ＣＨ２＝Ｃ（Ｒ１）ＣＯＯＲ２・・・式（１）
上記式（１）中、Ｒ１は、水素原子又はメチル基を示し、Ｒ２は、脂肪族炭化水素基、芳
香族炭化水素基、ハロゲン原子を含む炭化水素基、アミン構造を含む炭化水素基及びエー
テル構造を含む炭化水素基からなる群から選択される１価の基を示す。
【００２９】
　上記アクリル酸エステル単量体は特に限定されない。上記アクリル酸エステル単量体と
しては、（メタ）アクリル酸メチル、（メタ）アクリル酸エチル、（メタ）アクリル酸ｎ
－プロピル、（メタ）アクリル酸イソプロピル、（メタ）アクリル酸ｎ－ブチル、メタク
リル酸イソブチル、（メタ）アクリル酸ｓｅｃ－ブチル、（メタ）アクリル酸ｔ－ブチル
、（メタ）アクリル酸イソアミル、（メタ）アクリル酸ｎ－へキシル、（メタ）アクリル
酸シクロへキシル、（メタ）アクリル酸２－エチルヘキシル、（メタ）アクリル酸ｎ－オ
クチル、（メタ）アクリル酸ラウリル、（メタ）アクリル酸ｎ－トリデシル、（メタ）ア
クリル酸ミリスチル、（メタ）アクリル酸セチル、（メタ）アクリル酸ステアリル、（メ
タ）アクリル酸アリル、（メタ）アクリル酸ビニル、（メタ）アクリル酸ベンジル、（メ
タ）アクリル酸フェニル、（メタ）アクリル酸２－ナフチル、（メタ）アクリル酸２，４
，６－トリクロロフェニル、（メタ）アクリル酸２，４，６－トリブロモフェニル、（メ
タ）アクリル酸イソボルニル、（メタ）アクリル酸２－メトキシエチル、（メタ）アクリ
ル酸２－エトキシエチル、（メタ）アクリル酸ジエチレングリコールモノメチルエーテル
、（メタ）アクリル酸ポリエチレングリコールモノメチルエーテル、（メタ）アクリル酸
ポリプロピレングリコールモノメチルエーテル、（メタ）アクリル酸テトラヒドロフルオ
リル、（メタ）アクリル酸２，３－ジブロモプロピル、（メタ）アクリル酸２－クロロエ
チル、（メタ）アクリル酸２，２，２－トリフルオロエチル、（メタ）アクリル酸ヘキサ
フルオロイソプロピル、（メタ）アクリル酸グリシジル、（メタ）アクリル酸３－トリメ
トキシシリルプロピル、（メタ）アクリル酸２－ジエチルアミノエチル、（メタ）アクリ
ル酸２－ジメチルアミノエチル、（メタ）アクリル酸ｔ－ブチルアミノエチル、２－ヒド
ロキシエチル（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレート、２
－ヒドロキシブチル（メタ）アクリレート、（メタ）アクリル酸、イタコン酸、クロトン
酸、（無水）マレイン酸、フマル酸、２－（メタ）アクリロイルオキシエチルコハク酸、
２－（メタ）アクリロイルオキシエチルヘキサヒドロフタル酸、ネオペンチルジ（メタ）
アクリレート、ジメチロールトリシクロデカンジ（メタ）アクリレート、二官能エポキシ
（メタ）アクリレート、カプロラクトン変性（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリト
ールヘキサ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリレート、ペ
ンタエリスリトールテトラ（メタ）アクリレート、トリメチロールプロパントリアクリレ
ート、トリメチロールプロパンテトラアクリレート、（メタ）アクリロニトリル、Ｎ－ビ
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ニルピロリドン、Ｎ－ビニルカプロラクタム、Ｎ－ビニルラウリロラクタム、（メタ）ア
クリルアミド、ジメチル（メタ）アクリルアミド、（メタ）アクリル酸ジエチルアミノエ
チル、ＰＥＧ＃２００ジ（メタ）アクリレート、ＰＥＧ＃４００ジ（メタ）アクリレート
、ＰＥＧ＃６００ジ（メタ）アクリレート、及び多官能ウレタンアクリレート等が挙げら
れる。上記アクリル樹脂を得る際に、上記アクリル酸エステル単量体は、１種のみが用い
られてもよく、２種以上が併用されてもよい。上記（メタ）アクリルは、アクリル又はメ
タクリルを意味する。
【００３０】
　上記アクリル樹脂を得る際に、上記アクリル酸エステル単量体とともに、該アクリル酸
エステル単量体と共重合可能なラジカル重合性単量体を用いてもよい。例えば、極性基を
有するビニル単量体を用いてもよい。上記ラジカル重合性単量体としては、無水マレイン
酸及びスチレン等が挙げられる。上記ラジカル重合性単量体は、１種のみが用いられても
よく、２種以上が併用されてもよい。
【００３１】
　種々の方法で架橋変性させることにより、上記アクリル樹脂の耐摩耗性及び耐熱性を高
めることができる。架橋方法は特に限定されない。架橋方法としては、（メタ）アクリル
酸エステル単量体に架橋助剤を添加して、重合する方法等が挙げられる。上記架橋助剤は
特に限定されない。上記架橋助剤としては、過酸化ベンゾイルなどのラジカル発生剤、並
びにジビニルベンゼン、トリメチロールプロパントリ（メタ）アクリレート、１，６－ヘ
キサンジオールジ（メタ）アクリレート、１，９－ノナンジオールジ（メタ）アクリレー
ト及び１，２，４－ベンゼントリカルボン酸トリアリルエステル等の多官能性モノマー等
が挙げられる。上記架橋助剤は、１種のみが用いられてもよく、２種以上が併用されても
よい。
【００３２】
　上記アクリル酸エステル単量体の含有量は、重合体全体の５～９９モル％の範囲内であ
ることが好ましく、３０～９０モル％の範囲内であることがより好ましい。
【００３３】
　上記アクリル樹脂の重合方法として、公知のラジカル重合方法、例えば塊状重合法、溶
液重合法、懸濁重合法及び乳化重合法の内のいずれも選択可能である。重合プロセス上有
利であり、かつフィルムの品位を高める観点からは、溶液重合法及び塊状重合法が好まし
い。
【００３４】
　上記ポリエステル樹脂は、多価カルボン酸成分とジオール成分を共重合させることによ
り得られる。上記ポリエステル樹脂は特に限定されないが、具体例としては、ポリエチレ
ンテレフタレート、ポリブチレンテレフタレート、ポリエチレン２，６－ナフタレートな
どが例示できるが、ポリエチレンテレフタレートが最も好ましい。このポリエチレンテレ
フタレート樹脂は、機械的性質、耐熱性および透明性などに優れている。
【００３５】
　上記多価カルボン酸成分の具体例としては、テレフタル酸、フタル酸、イソフタル酸、
トリメリット酸、ピロメリット酸、２－スルホイソフタル酸、５－スルホイソフタル酸、
アジピン酸、セバシン酸、コハク酸、ドデカン二酸などが挙げられ、上記ジオール成分の
具体例としては、エチレングリコール、プロピレングリコール、１，４－ブタンジオール
、１，６－ヘキサンジオール、ネオペンチルグリコール、シクロヘキサンジメタノール、
ビスフェノールＡなどが挙げられ、アクリル樹脂、エポキシ樹脂などによる変性物も含ま
れる。
【００３６】
　上記環状オレフィン樹脂の一種であるノルボルネン樹脂は、従来、光学用材料としての
使用が検討されている。上記環状オレフィン樹脂としては、ノルボルネンモノマーの開環
（共）重合体、ノルボルネンモノマーとオレフィンモノマーとの付加共重合体、ノルボル
ネンモノマー同士の付加共重合体及びこれらの誘導体等が挙げられる。上記ノルボルネン
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樹脂は１種のみが用いられてもよく、２種以上が併用されてもよい。炭素－炭素不飽和二
重結合の量を少なくし、耐候性を高めるために、上記ノルボルネン樹脂は、水素添加によ
り飽和されていてもよい。
【００３７】
　上記ノルボルネン樹脂を構成する上記ノルボルネンモノマーは、ノルボルネン環を有す
るモノマーであれば特に限定されない。上記ノルボルネンモノマーとしては、ノルボルネ
ン及びノルボルナジエン等の２環体、ジシクロペンタジエン及びジヒドロキシペンタジエ
ン等の３環体、テトラシクロドデセン等の４環体、シクロペンタジエン３量体等の５環体
、テトラシクロペンタジエン等の７環体、これらのメチル、エチル、プロピル及びブチル
等のアルキル置換体、これらのビニル等のアルケニル置換体、これらのエチリデン等のア
ルキリデン置換体、これらのフェニル、トリル及びナフチル等のアリール置換体、並びに
これらのエステル基、エーテル基、シアノ基、ハロゲン基、アルコキシカルボニル基、ピ
リジル基、水酸基、カルボン酸基、アミノ基、無水酸基、シリル基、エポキシ基、及び（
メタ）アクリル基等の炭素及び水素以外の元素を含有する極性基を有する置換体等が挙げ
られる。上記ノルボルネンモノマーは、１種のみが用いられてもよく、２種以上が併用さ
れてもよい。入手が容易であり、反応性に優れ、耐熱性が高いので、３環体以上の多環ノ
ルボルネンモノマーが好ましく、３環体、４環体及び５環体のノルボルネンモノマーがよ
り好ましい。
【００３８】
　上記ノルボルネン樹脂を構成する上記オレフィンモノマーとしては、例えば、エチレン
、プロピレン、１－ブテン、３－メチル－１－ブテン、１－ペンテン、３－メチル－１－
ペンテン、４－メチル－１－ペンテン、１－ヘキセン、１－オクテン、１－デセン、１－
ドデセン、１－テトラデセン及び１－ヘキサデセン等が挙げられる。共重合性が高いので
、炭素数２～１０のα－オレフィンモノマーが好ましく、エチレンがより好ましい。
【００３９】
　上記環状オレフィン樹脂の重合方法として、例えば、開環メタセシス重合又は付加重合
等の従来公知の方法を用いることができる。
【００４０】
　上記熱可塑性樹脂のメルトフローレート（以下、適宜「ＭＦＲ」と表す。）は、５～２
００ｇ／１０分であることが好ましく、１０～３０ｇ／１０分であることがより好ましい
。このようなＭＦＲを示すポリプロピレン樹脂を用いることにより、第１の熱可塑性樹脂
層の成形性及び延伸性等の多層フィルムとしての品質を向上させることができる。
【００４１】
　上記ＭＦＲは、ＪＩＳＫ６７６０で用いられるプラストメータを用い、ＪＩＳＫ７１２
０に準拠して測定した値である。
【００４２】
　シート成形性及び延伸性、を高める観点からは、上記熱可塑性樹脂の重量平均分子量は
、５，０００～１，０００，０００の範囲内であることが好ましい。上記熱可塑性樹脂の
重量平均分子量のより好ましい下限は５０，０００であり、より好ましい上限は５００，
０００である。なお上記重量平均分子量は、テトラヒドロフラン溶媒を用いて、ゲル浸透
クロマトグラフィー（ＧＰＣ）によって測定されたポリスチレン換算分子量を示す。
【００４３】
　上記熱可塑性樹脂のガラス転移温度は、光学特性及び耐久性に影響を与える重要な要素
である。例えば、液晶表示装置に用いられた際に曝される熱環境を考慮すると、上記熱可
塑性樹脂のガラス転移温度は、８０℃以上であることが好ましく、１００℃以上であるこ
とがより好ましい。上記ガラス転移温度は、示差走査熱量計（ＴＡＩｎｓｔｒｕｍｅｎｔ
ｓ社製、商品名「ＤＳＣ２９２０ Ｍｏｄｕｌａｔｅｄ ＤＳＣ」）を用いて、以下の温度
プログラム条件において測定される、最終昇温時のガラス転移温度を示す。
【００４４】
　温度プログラム条件：室温から５０℃まで１０℃／分で昇温し、１００℃で５分間保持
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する。次に、５０℃から２００℃まで１０℃／分で昇温し、２００℃で５分間保持する。
次に、２００℃から－５０℃まで１０℃／分で降温し、－５０℃で５分間保持する。次に
、－５０℃から２００℃まで１０℃／分で昇温し、２００℃で５分間保持する。
【００４５】
　上記熱可塑性樹脂の含有量は、上記第１の熱可塑性樹脂層の形成に用いられる樹脂組成
物１００重量％中、６０～９５重量％であることが好ましい。上記熱可塑性樹脂の含有量
が少な過ぎると、フィルムの透明性及び機械的強靭性が低下するおそれがある。
【００４６】
　上記第１の熱可塑性樹脂層を形成する熱可塑性樹脂は、本発明の目的を阻害しない範囲
で、必要に応じて、他の成分を含有していてもよい。上記他の成分としては、２，６－ジ
－ｔ－ブチル－４－メチルフェノール、２－（１－メチルシクロヘキシル）－４，６－ジ
メチルフェノール、２，２－メチレン－ビス－（４－エチル－６－ｔ－ブチルフェノール
）、及びトリス（ジ－ノニルフェニルホスファイト）等の酸化防止剤；ｐ－ｔ－ブチルフ
ェニルサリシレート、２，２’－ジヒドロキシ－４－メトキシ－ベンゾフェノン、及び２
－（２’－ジヒドロキシ－４’－ｍ－オクトキシフェニル）ベンゾトリアゾール等の紫外
線吸収剤；トリメチロールプロパン等の架橋剤；パラフィンフェノス、硬化油等の滑剤；
ステアロアジトプロピルジメチル－β－ヒドロキシエチルアンモニウムトレート等の帯電
防止剤等が挙げられる。
【００４７】
　上記第１の熱可塑性樹脂層は、厚みが２～８００μｍであることが好ましく、１０～１
５０μｍであることがより好ましい。第１の熱可塑性樹脂層の厚みを上記範囲とすること
で、機械特性、光学特性、製膜性、フィルム外観、及びフィルム走行安定性に優れた多層
フィルムを得ることができる。
【００４８】
　（第２の熱可塑性樹脂層）
　本発明の多層フィルムは、第１の熱可塑性樹脂層と、第２の熱可塑性樹脂層とが交互に
積層されてなる。
【００４９】
　上記第２の熱可塑性樹脂層を形成する熱可塑性樹脂は、上記第１の熱可塑性樹脂層を形
成する熱可塑性樹脂と同一のものを用いることができる。
【００５０】
　上記第２の熱可塑性樹脂層は、多層フィルムの面方向に対して略平行に配向している炭
素フィラーを含有する。第２の熱可塑性樹脂層が、上記炭素フィラーを含有することによ
り、多層フィルムの機械特性、光学特性、及び耐熱性が向上する。
【００５１】
　本発明の多層フィルムは、上記熱可塑性樹脂と炭素フィラーとの界面面積が充分に大き
いことにより、上記熱可塑性樹脂と炭素フィラーの表面との相互作用が大きくなるので、
溶融粘度、溶液粘度が高まり成形性が向上することに加え、常温から高温までの広い温度
領域で弾性率等の力学的物性が向上し、樹脂のガラス転移点又は融点以上の高温でも力学
的物性を保持することができ、高温時の線膨張率も低く抑えることができる。
【００５２】
　上記熱可塑性樹脂中に、上記炭素フィラーを分散させる方法は特に限定されず、例えば
、上記樹脂と炭素フィラーとを、押出機、二本ロール、バンバリーミキサー等で溶融混練
する方法、上記熱可塑性樹脂の溶液と炭素フィラーとを溶液系で混合する方法、上記熱可
塑性樹脂と炭素フィラーとを常法により混合した後、発泡させる方法、分散剤を用いる方
法等が挙げられる。上記分散方法を用いることにより、上記熱可塑性樹脂および上記多層
フィルム中に、炭素フィラーをより均一かつ微細に分散させることができる。
【００５３】
　上記炭素フィラーは特に限定されないが、多層フィルム面への配向性から、フィラーの
アスペクト比が大きく、繊維状の形状を有する、カーボンナノチューブが好ましい。上記
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カーボンナノチューブは特に限定されず、例えば、炭素六角網面が円筒状に閉じた単層構
造、又は円筒構造が入れ子状に配置された多層構造をした材料からなるもの等が挙げられ
る。また、上記カーボンナノチューブは、単層構造のみから構成されていても多層構造の
みから構成されていてもよく、単層構造と多層構造とが混在していてもよい。更に、製造
方法の違いによって得られるカーボンナノチューブの寸法や形態は変わってくるが、本発
明においては、いずれの形態のものも使用することができる。
【００５４】
　上記カーボンナノチューブの平均径は、０．００１～０．１μｍであることが好ましい
。また、上記カーボンナノチューブの平均長さは、０．１μｍ～１００μｍであることが
好ましい。また上記カーボンナノチューブは、アスペクト比が１０以上であることが好ま
しい。上記アスペクト比が１０未満であると、機械特性が劣るおそれがある。上記アスペ
クト比は１００～２０００であることがより好ましい。上記アスペクト比が大き過ぎると
、熱可塑性樹脂への分散性が悪くなり、製膜性、フィルム外観が劣るおそれがある。
【００５５】
　上記カーボンナノチューブの製造方法は特に限定されず、例えば、炭素電極間にアーク
放電を発生させ、放電用電極の陰極表面に成長させる方法、シリコンカーバイドにレーザ
ービームを照射して加熱・昇華させる方法、遷移金属系触媒を用いて炭化水素を還元雰囲
気下の気相で炭化する方法等が挙げられる。
【００５６】
　上記炭素フィラーは、多層フィルムの面方向に対して略平行に配向するものである。炭
素フィラーが多層フィルムの面方向に対して略平行に配向することにより、多層フィルム
が剛性や表面硬度等の機械特性に優れ、加工時の伸び、傷や打痕等の外観欠点が発生し難
くなる。
【００５７】
　なお、上記炭素フィラーが、多層フィルムの面方向に対して略平行に配向していること
は、以下の方法により確認することができる。即ち、上記多層フィルムの表面、及び多層
フィルムを鋭利なレザー刃で、長手方向且つ厚み方向である方向に切断して得られる断面
の２面それぞれを、透過型電子顕微鏡（日本電子社製、型番「ＪＥＭ－１２００ＥＸＩＩ
」）で観察して写真撮影を行う。この写真画像を元に、画像処理ソフト（ナノシステム社
製、型番「ＮＳ２Ｌ－Ｌｔ」）を用いて、多層フィルムの面方向に対して平行な方向を基
準とした炭素フィラーの配向角度の平均、及び標準偏差を算出する。その平均値が１°以
内、且つ標準偏差が１°以内の場合に、炭素フィラーが多層フィルムの面方向に対して略
平行であるとする。
【００５８】
　また、上記炭素フィラーは、多層フィルムの面方向に対して略平行であり、且つ長手方
向に配向するものであることが好ましい。炭素フィラーがこのような方向に配向する多層
フィルムは、後述するように、多層フィルムを製造する際に、熱可塑性樹脂組成物及び炭
素フィラー含有熱可塑性樹脂組成物を、溶融押出法により交互に積層してフィルム状に成
形し、樹脂積層体を得て、上記樹脂積層体を積層し、特定の範囲のクリアランスのダイリ
ップ開口部から吐出することで容易に製造することができ、フィラー及び樹脂分子の配向
効果が発現することにより、機械特性、曇度などの光学特性を向上させることができる。
【００５９】
　なお、上記炭素フィラーが、多層フィルムの面方向に対して略平行であり、且つ長手方
向に配向していることは、以下の方法により確認することができる。即ち、上記多層フィ
ルムの表面、及び多層フィルムを鋭利なレザー刃で、長手方向且つ厚み方向である方向に
切断して得られる断面の２面それぞれを、透過型電子顕微鏡（日本電子社製、型番「ＪＥ
Ｍ－１２００ＥＸＩＩ」）で観察して写真撮影を行う。この写真画像を元に、画像処理ソ
フト（ナノシステム社製、型番「ＮＳ２Ｌ－Ｌｔ」）を用いて、多層フィルムの面方向と
平行であり、且つ長手方向を基準とした炭素フィラーの配向角度の平均、及び標準偏差を
算出する。その平均値が１°以内、且つ標準偏差が１°以内の場合に、炭素フィラーが多



(11) JP 2013-202920 A 2013.10.7

10

20

30

40

50

層フィルムの面方向に対して略平行であり、且つ長手方向に配向しているとする。
【００６０】
　上記炭素フィラーの表面は、酸、アルカリ、カップリング剤、界面活性剤等の薬剤によ
って処理されてもよい。上記薬剤によって処理することで、炭素フィラーと第２の熱可塑
性樹脂層を形成する熱可塑性樹脂との相溶性を向上させることができる。
【００６１】
　上記第２の熱可塑性樹脂層中の炭素フィラーの含有量は、用いる炭素フィラーの種類、
形状、比重等によって適宜決定されるが、第２の熱可塑性樹脂層の形成に用いられる熱可
塑性樹脂組成物１００重量％に対して、０．１～５０重量％であることが好ましい。上記
炭素フィラーの含有量が１重量％未満であると、機械特性および光学特性が不十分となる
おそれがある。上記炭素フィラーの含有量が５０重量％を超えると、熱可塑性樹脂組成物
中に炭素フィラーを均一に分散させることが困難となるおそれがあり、製膜性が低下し、
上記多層フィルムの透明性が低下し、脆くなるおそれがある。
【００６２】
　上記第２の熱可塑性樹脂層は、厚みが２～８００μｍであることが好ましく、１０～１
５０μｍであることがより好ましい。第２の熱可塑性樹脂層の厚みを上記範囲とすること
で、機械特性、光学特性、製膜性、フィルム外観、及びフィルム走行安定性に優れた多層
フィルムを得ることができる。
【００６３】
　（多層フィルム）   
　本発明の多層フィルムは、上記第１の熱可塑性樹脂層と、上記第２の熱可塑性樹脂層と
が交互に積層されてなる。また、上記第１の熱可塑性樹脂層及び上記第２の熱可塑性樹脂
層の積層数の合計が、１０以上である。上記積層数の合計が１０未満であると、多層フィ
ルムが機械特性を十分に発揮できない。
【００６４】
　また、上記積層数の合計は、２０００以下であることが好ましく、１０００以下である
ことがより好ましい。上記積層数の合計が多すぎると、多層フィルムの透明性及び光学異
方性が劣るおそれがある。
【００６５】
　上記多層フィルムの平均厚みは特に制限されないが、５～１０００μｍであることが好
ましく、２０～２００μｍであることがより好ましい。多層フィルムの平均厚みが薄過ぎ
ると、機械的強度が不十分となったり、耐久性が不十分となって、経時的に反り等の不具
合を起こしたりするおそれがある。多層フィルムの平均厚みが厚過ぎると、透明性が不十
分となったり、接着性が低下したりするおそれがある。多層フィルムの平均厚みが上記範
囲内にあると、複屈折発現性を損なわず、一定の機械的強度を有し、更に、液晶表示装置
へ積層される際に重視される部材の軽量化を図ることができる。上記多層フィルムの各層
の平均厚みは、積層数に応じて適宜設定される。
【００６６】
　なお、本発明における多層フィルムの平均厚みの測定方法は以下の通りである。即ち、
フィルム幅方向を基準軸とし、その基準軸に対して長手方向は５０ｍｍ、幅方向は全幅で
帯状フィルム片を採取する。上記帯状フィルム片の厚さを、フィルム厚さ測定器（セイコ
ーＥＭ社製、商品名「Ｍｉｌｌｉｔｒｏｎ１２４０」を用いて、採取した帯状フィルム片
の長手方向に平行に１０ｍｍ間隔で測定し、測定値の平均を算出し、多層フィルムの平均
厚み（μｍ）とする。
【００６７】
　上記多層フィルムの引張弾性率は、２０００ＭＰａ以上であることが好ましく、３００
０ＭＰａ以上であることがより好ましい。多層フィルムの引張弾性率が上記範囲内にある
と、剛性に優れ、このため、外力に対する変形耐性が高く、塗工、表面処理、ラミネート
などの加工性が安定する。また他の部材と積層し複合材として使用する場合には、複合素
材に反りなどの変形が起こり難く、寸法安定性に優れる。
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【００６８】
　上記多層フィルムの曇度は、１０％以下であることが好ましい。５％以下であることが
より好ましく、３％以下であることが更に好ましい。上記曇度が高過ぎると、特に光学フ
ィルム等の用途に用いた場合に、光の透過性低下の原因となるおそれがある。
【００６９】
　上記多層フィルムは、フィルムの幅方向に対する分子主鎖配向角（°）が１．０°以内
であることが好ましく、０．５以内であることがより好ましい。分子主鎖配向角を上記範
囲内とすることにより、分子主鎖が均一に配向して光軸が安定するので、液晶パネルに積
層すると表示ムラがなく、安定した画像表示を得ることができる。
【００７０】
　上記多層フィルムは、鉛筆硬度で示される表面硬度が、ＨＢ以上であることが好ましい
。Ｈ以上であることがより好ましく、２Ｈ以上であることが更に好ましい。鉛筆硬度がＨ
Ｂより低いと、加工の際のフィルム走行時や巻物保管時に多層フィルム表面に傷が入り外
観品位が損なわれるおそれがあり、特に液晶パネルに積層して使用する場合には耐傷性に
劣り、擦り傷などにより安定した高品位の画像表示を得ることができなくなるおそれがあ
る。
【００７１】
　上記多層フィルムは、特に液晶表示装置の部品として好適に用いられる。上記多層フィ
ルムは、単独で用いられても、偏光板と積層一体化させて複合偏光板として用いられても
よい。また、偏光板の液晶セル側に、保護フィルムの代替として、接着剤層を介して多層
フィルムを積層一体化させて、偏光板として用いられてもよい。液晶表示装置の薄型化お
よび製造効率を向上させることができる点で、偏光板の液晶セル側に、保護フィルムの代
替として、接着剤層を介して多層フィルムを積層一体化させて、偏光板として用いられる
ことが好ましい。
【００７２】
　上記多層フィルムを他の部材と接合して使用する場合には、表面改質処理を行うことが
好ましい。表面改質処理の方法としては通常の方法を用いることができ、化学的処理方法
として、接着剤分子と反応しうるような官能基をもつモノマーあるいはポリマーを表面に
付ける表面グラフト化手法、表面に別のポリマーもしくはモノマーをコーティングする方
法、カップリング剤処理、酸化力の強い薬品による処理、表面層を除去する薬品処理、表
面層を強化するＣＡＳＩＮＧ処理、表面粗化手法としての薬品処理等が挙げられる。物理
的処理方法として、紫外線照射処理、グロー放電処理、コロナ放電処理、プラズマ処理、
表面粗化手法としてのスパッタ処理等が挙げられる。さらに、多層フィルムの表面に、塗
布加工又は蒸着による各種の機能コーティング、ラミネート等を行うことにより諸性能を
付加し、利用価値を向上させることもできる。
【００７３】
　上記多層フィルムは、引裂強力（Ｎ／ｍｍ厚）が２．０以上であることが好ましい。引
裂強力は、引裂変形時の抵抗力を単位厚みで除した値により定義される。上記多層フィル
ムの引裂強力が上記範囲内にあると、多層フィルムの製造および後加工工程において、フ
ィルムに掛かる外力に対し、フィルムの変形耐性が高くなり、フィルムが破断するなどの
トラブルを防ぐことができる。上記引裂強力が２．０を下回ると、製造および後加工工程
でのフィルム走行中に、蛇行や局部シワの発生などにより、フィルムが破断することがあ
り、更には、上記複合偏光板の保護フィルムとして使用する場合、偏光板との一体化工程
において加工不良が発生した際には、偏光板から保護フィルムを剥離するいわゆるリワー
ク性が要求されるが、その剥離の際に保護フィルムが切断してしまうことがあるなど、生
産性を低下させ経済的損失が大きい。
【００７４】
　（多層フィルムの製造方法）
　本発明の多層フィルムの製造方法は特に限定されず、従来公知の方法を用いることがで
きる。例えば、原料樹脂を押出機に供給して溶融混練し、押出機の先端に取り付けられた
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金型からフィルム状に押出した後、静電印荷キャスト法、タッチロール法、又はエアーナ
イフキャスト法により、冷却ロール上で冷却固化し、長尺状のフィルムに成膜する溶融押
出法、又は上記熱可塑性樹脂を有機溶媒に溶解した溶液を、ドラム、若しくは無端ベルト
等の上に流延した後、有機溶媒を蒸発させて、長尺状のフィルムに成膜する溶液流延法等
の成形法を用いることができる。製造が容易であり、製造コストが低い点で、溶融押出法
を用いることが好ましい。
【００７５】
　上記多層フィルムの製造方法としては、例えば、熱可塑性樹脂組成物及び炭素フィラー
含有熱可塑性樹脂組成物を、溶融押出法によりダイリップ開口部から吐出して、熱可塑性
樹脂組成物からなる第１の熱可塑性樹脂層と、炭素フィラー含有熱可塑性樹脂組成物から
なる第２の熱可塑性樹脂層とが交互に積層された多層フィルムを得る工程１を有し、上記
第１の熱可塑性樹脂層、及び前記第２の熱可塑性樹脂層の積層数の合計が、１０以上であ
り、上記ダイリップ開口部のクリアランスは、０．５ｍｍ以下であり、上記炭素フィラー
は、多層フィルムの面方向に対して略平行に配向している製造方法が挙げられる。
【００７６】
　上記製造方法によると、上記多層フィルムを容易に製造することができる。また、炭素
フィラーが多層フィルムの面方向に対して、略平行に配向し、且つ多層フィルムの長手方
向に配向している多層フィルムを容易に製造することができる。
【００７７】
　上記工程１は、熱可塑性樹脂組成物及び炭素フィラー含有熱可塑性樹脂組成物を、溶融
押出法によりダイリップ開口部から吐出して、熱可塑性樹脂組成物からなる第１の熱可塑
性樹脂層と、炭素フィラー含有熱可塑性樹脂組成物からなる第２の熱可塑性樹脂層とが交
互に積層された多層フィルムを得る工程である。
【００７８】
　上記熱可塑性樹脂組成物は、上述した第１の熱可塑性樹脂層を形成する熱可塑性樹脂を
含む熱可塑性樹脂組成物を用いることができる。また、上記炭素フィラー含有熱可塑性樹
脂組成物としては、上述した第２の熱可塑性樹脂層を形成する熱可塑性樹脂及び炭素フィ
ラーを含む、炭素フィラー含有熱可塑性樹脂組成物を用いることができる。
【００７９】
　上記溶融押出法としては、平面状のフィルムを成形するために、ダイリップ開口部を細
長い形状とする必要があるので、フラットダイ（Ｔダイ）成形法が用いられることが好ま
しい。上記Ｔダイ成形法において、上記Ｔダイには、樹脂流入部およびマニホールドが設
けられる。マニホールドは樹脂流入部よりも幅方向に長く、樹脂流入部に接続した構造と
なっている。上記樹脂流入部から供給された樹脂はマニホールド内で幅方向に拡大するよ
うに流れた後、ダイリップ開口部を有するリップランドへと輸送される。
【００８０】
　上記溶融押出法としては、また、複数の熱可塑性樹脂組成物をフィルム状に成形して積
層し、樹脂積層体を形成する溶融押出方法として、共押出法が挙げられる。上記共押出法
は、複数の熱可塑性樹脂組成物を個別の成形機より溶融状態で押出した後、金型に導入し
、金型内外で溶融状態のまま積層する方法である。上記共押出は、押出された熱可塑性樹
脂組成物を積層するタイミングによって、フィードブロック方式、マルチマニホールド方
式などの数種類の方式に大別される。
【００８１】
　上記フィードブロック方式は、樹脂流入部で２種類以上の熱可塑性樹脂組成物を積層状
態としてマニホールドに供給し、マニホールド内で積層状態を維持しながら幅方向を拡大
させて、ダイリップ開口部から積層状態で吐出する方式である。上記フィードブロック方
式は、積層される熱可塑性樹脂組成物ごとにマニホールドを設ける必要が無いので、他の
方式に比べてフラットダイの構造を簡単にすることが可能であり、従って操業性やメンテ
ナンス性に優れる。
【００８２】
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　上記マルチマニホールド方式は、それぞれの熱可塑性樹脂組成物に対して樹脂流入部お
よびマニホールドを設け、各熱可塑性樹脂組成物が幅方向に拡がった状態で、ダイリップ
開口部手前で積層する方式である。上記マルチマニホールド方式は、各層を形成する熱可
塑性樹脂組成物が合流積層する前に、個別にマニホールド内を幅方向へ流動し、拡幅した
後に積層されるため、フィルム厚み分布の幅方向不均一や、廻り込み現象の発生を抑制し
、厚み分布を所望の分布とすることができ、熱可塑性樹脂組成物の流動特性の影響を抑え
ることが可能である。
【００８３】
　上記樹脂積層体を、１０以上の積層数とする方法としては、樹脂積層体を厚み方向に積
層する手法であれば特に限定されないが、例えば多層用ブロックを用いる方法が挙げられ
る。上記多層用ブロックとしては特に限定されないが、例えば、複数の樹脂積層体を厚み
方向に積層する多層ブロックや、上記共押出法により得られた樹脂積層体を、その表面と
垂直方向であり、且つ、製造時の樹脂積層体の流れ方向と平行方向に分割し、分割された
樹脂積層体を厚み方向に再び積層し、これを繰り返すことにより多層樹脂積層体を得る多
層用ブロックを用いることができる。
【００８４】
　上記共押出成形を実施する際には、熱可塑性樹脂組成物に含まれる樹脂の種類や組成等
、目的とする層厚み及びフィルム幅並びに成形環境や操業性等を考慮して、適宜その設備
仕様、手法および条件を選択できる。
【００８５】
　上記工程１において、熱可塑性樹脂組成物を溶融混練する温度は、上記熱可塑性樹脂が
結晶性樹脂の場合、その融点をＴｍ（℃）として、（Ｔｍ）～（Ｔｍ＋２００）℃である
ことが好ましい。また非晶性樹脂の場合、そのガラス転移温度をＴｇとして、（Ｔｇ＋５
０）～（Ｔｇ＋２００）℃であることが好ましい。上記温度で溶融混練することにより、
フィルム押出成形時の樹脂流動性に優れ、厚みや長さなどの寸法精度に優れたフィルムを
得ることが可能となる。熱可塑性樹脂組成物を溶融混練する温度は、上記熱可塑性樹脂が
結晶性樹脂の場合、その融点をＴｍ（℃）として、（Ｔｍ）～（Ｔｍ＋２００）℃である
ことが好ましい。また非晶性樹脂の場合、そのガラス転移温度をＴｇとして、（Ｔｇ＋５
０）～（Ｔｇ＋２００）℃であることが好ましい。上記温度で溶融混練することにより、
フィルム押出成形時の樹脂流動性に優れ、厚みや長さなどの寸法精度に優れたフィルムを
得ることが可能となる。
【００８６】
　上記製造方法においては、上記工程１に用いられるダイのダイリップ開口部のクリアラ
ンスが、０．５ｍｍ以下である。０．３ｍｍ以下であることが好ましい。上記ダイリップ
開口部のクリアランスとは、ダイリップ開口部の長手方向、および樹脂流れ方向に垂直な
方向の、ダイ開口の長さである。上記ダイリップ開口部のクリアランスが大きく、ダイ開
口が広過ぎると、炭素フィラーのフィルム面への配向が小さくなり、弾性率、破断強度お
よび表面硬度などの機械特性は低下し、且つ曇度は高くなり透明性が低下して、得られる
多層フィルムの品質が不十分となるおそれがある。
【００８７】
　上記ダイリップ開口部について、図２を用いて説明する。図２は、上記多層フィルムの
製造方法における、Ｔダイ側面の断面図である。図２において、図上部の押出機側から樹
脂積層体４がダイの開口部を構成するランド５に流れ込み、ダイリップ開口部６から吐出
されてフィルム状に成形されることにより、多層フィルム８が得られている。また、図２
において、多層フィルム８は、冷却ロール７によって引取られ、冷却されている。図２に
、ダイリップ開口部のクリアランスを、ｈ（ｍｍ）として示す。
【００８８】
　ダイリップ開口部のクリアランスを変更するためには、ダイに一般に適用されている公
知の調整機構を利用することが出来る。例えば、片方のダイリップに略接触させた複数の
ボルトをダイリップ開口部の長手幅方向に沿って一定のピッチで配列し、上記ボルトを手
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動で回転させる、又はその外周面に巻付けられたヒータに通電加熱し、上記ボルトの熱膨
張に伴って回転させることにより、上記ボルト先端位置を変化させ、ダイリップ部の位置
も併せて変化し、ボルト上記ダイリップ開口部のクリアランスを調整できる構造となって
いる。
【００８９】
　上記工程１は、上記多層フィルムをダイリップ開口部から吐出した後、冷却ロールによ
り冷却する工程を含んでいてもよい。上記多層フィルムを冷却ロールにより冷却する方法
としては、特に限定されないが、静電印荷キャスト法、タッチロール法又はエアーナイフ
キャスト法が挙げられる。上記工程１が、上記冷却ロールにより冷却する工程を含むこと
で、多層フィルムが急速に冷却固化され、多層フィルムの結晶相及び分子配向を固定する
ことができる。
【００９０】
　上記冷却ロールの表面温度は、上記熱可塑性樹脂が結晶性樹脂の場合、その融点をＴｍ
（℃）として、（Ｔｍ－１００）～（Ｔｍ－５０）℃であることが好ましい。また非晶性
樹脂の場合、そのガラス転移温度をＴｇとして、（Ｔｇ－１５０）～（Ｔｇ）℃であるこ
とが好ましい。
【００９１】
　以上に説明した工程１により、上記多層フィルムが形成される。
【００９２】
　上記製造方法は、上記工程１の後に、更に、上記多層フィルムを、該フィルムの長手方
向、又は、幅方向へ一軸延伸した後、熱処理する工程２を有することが好ましい。上記工
程２を有する場合、更に、上記多層フィルムを一方向へ加熱延伸することで、機械特性、
及び光学特性を向上させることができる。
【００９３】
　上記工程２は、上記多層フィルムを加熱しながら、多層フィルムの長手方向、又は、幅
方向に延伸させる工程であり、これにより、多層フィルム構成分子の特定方向への分子配
向を向上させることができる。上記分子配向によって多層フィルムとしての機械特性及び
接着性をより向上させることができる。
【００９４】
　長手方向への縦一軸延伸方法として、従来公知の方法が採用できる。上記縦一軸延伸方
法としては、ロール間延伸法及びクリップテンター法等が挙げられる。操作性を高め、設
備費を低くする観点から、ロール間延伸法がより好ましい。上記ロール間延伸法は、上流
側設置ロールを低速度、下流側設置ロールを高速度として、異なる回転速度で回転される
複数のロールが長手方向に任意の間隔で配置されており、ロールの間隙を介して、加熱し
ながら多層フィルムを走行させることで、ロール速度差に応じて多層フィルムを延伸する
手法である。ロールの配置距離である延伸距離が、多層フィルムの幅よりも短いと、長手
方向への分子配向が不十分となるおそれがある。上記延伸距離が長すぎると、多層フィル
ムの折れ、多層フィルムのしわ、加熱炉パーツ等への接触傷等が発生し易くなるおそれが
ある。上記延伸距離は、多層フィルムの走行性に応じて適宣設定できる。ロールに対する
フィルムの保持力を高め、グリップを良くし、さらに加熱延伸工程における応力の影響を
前後の工程に波及させないため、上記ロールは、ニップ機構を備えることが好ましい。
【００９５】
　幅方向への横一軸延伸方法として、従来公知の任意のテンター延伸法を採用できる。横
一軸延伸方法としては、例えば、無配向フィルムの幅方向の両端部をテンタークリップで
把持し、テンタークリップの幅方向の間隔を次第に離間させ、フィルムを幅方向に拡幅し
、延伸する方法が挙げられる。
【００９６】
　上記製造方法は、また、上記工程１の後に、更に、上記多層フィルムを、該フィルムの
長手方向及び幅方向へ二軸延伸した後、熱処理する工程２’を有することが好ましい。上
記工程２’を有する場合、更に、上記多層フィルムを二方向へ加熱延伸することで、多層



(16) JP 2013-202920 A 2013.10.7

10

20

30

40

50

フィルム構成分子の特定方向への分子配向を向上させることができる。上記分子配向によ
って多層フィルムとしての機械特性、光学特性及び接着性をより向上させることができる
。
【００９７】
　上記長手方向及び幅方向に延伸させる方法としては、二軸延伸法が挙げられる。上記二
軸延伸法としては、多層フィルムを長手方向又は幅方向に延伸した後、前段の延伸方向と
直交する方向に延伸する逐次二軸延伸法、又は長手方向及び幅方向に同時に延伸する同時
二軸延伸法が挙げられる。二軸延伸法は、光学補償性能や生産性を考慮して、適宣選択で
きる。設備費を低くし、かつ操作性及び光学補償性能を高める観点からは、逐次二軸延伸
法が好ましく、多層フィルム面内物性の等方性を高める観点からは、同時二軸延伸法が好
ましい。
【００９８】
　上記二軸延伸方法として、従来公知の任意のテンター延伸法を採用できる。例えば、上
記同時二軸延伸方法としては、無配向の多層フィルムの幅方向の両端部をテンタークリッ
プで把持し、テンタークリップの幅方向の間隔を次第に離間させ、多層フィルムを幅方向
に拡幅し、延伸する方法が挙げられる。また、上記幅方向延伸手法に加え、パンタグラフ
構造、スクリュー構造又はリニアモータ方式によるクリップリンク機構を利用して、長手
方向に互いに隣接するクリップを次第に離間させ、多層フィルムを長手方向に延伸する方
法も挙げられる。
【００９９】
　上記工程２及び２’において、多層フィルムの延伸の際には、予熱工程と、多層フィル
ムを加熱しながら延伸する加熱延伸工程とが行われることが好ましい。また、上記工程２
及び２’においては、延伸された多層フィルムを熱処理する熱処理工程が行われることが
好ましい。各工程における多層フィルムの加熱方法としては、熱ロール接触加熱法及びエ
アーフローティング加熱方式を利用した空気対流加熱法等が挙げられる。これらの加熱方
法を併用してもよい。多層フィルムの加熱方法は、延伸形態に応じて適宣選択される。
【０１００】
　上記予熱工程は、多層フィルムを延伸可能なフィルム温度まで加熱する工程であり、こ
れにより、テンタークリップ方式の延伸形態において発生する分子配向の湾曲パターン（
いわゆるボーイング）を低減し、配向を揃えることができる。
【０１０１】
　上記予熱工程では、無配向の多層フィルムが延伸可能な温度付近まで加熱される。予熱
工程における上記多層フィルムの予熱温度は、多層フィルムを形成する熱可塑性樹脂層に
含まれる熱可塑性樹脂の融点をＴｍ（℃）としたとき、（Ｔｍ－５０）～（Ｔｍ）℃であ
ることが好ましい。予熱温度が低すぎると、延伸工程において延伸応力が大きくなりすぎ
て、多層フィルムが切断し易くなるおそれがある。予熱温度が高すぎると、多層フィルム
の延伸応力が不足し、延伸効果を十分に得ることができないおそれがあり、また、結晶化
が進行することで、延伸切断の原因となるおそれがある。
【０１０２】
　上記加熱延伸工程における長手方向および幅方向の延伸倍率は、１．１０～１５．００
倍であることが好ましく、１．５０～１０．００倍であることがより好ましい。上記延伸
倍率が低過ぎると、所望の分子配向効果が得られないおそれある。また、上記延伸倍率が
高過ぎると、過大な延伸応力により延伸時に多層フィルムが切断するおそれがあり、テン
ター式延伸機を利用した場合には、テンタークリップが外れたりするなど、加熱延伸工程
におけるフィルム走行安定性を損なうおそれがある。上記延伸倍率は、分子配向の度合い
に影響し、延伸効果を量的に制御するものであり、多層フィルムの光学特性、強靭性およ
び接着性を得る為に適宜決定できる。
【０１０３】
　上記加熱延伸工程における延伸の際の歪み速度は、５０～２０００％／分であることが
好ましく、１００～２０００％／分であることがより好ましい。上記歪み速度が遅すぎる
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と、延伸による分子配向に追従して配向緩和が生じ、十分な分子配向効果が得られないお
それがある。上記歪み速度が速すぎると、多層フィルムが切断したり、テンタークリップ
が外れたりするおそれがある。また、高い歪み速度で延伸することにより、特にテンター
クリップ方式による延伸では、クリップレール開き角度を大きく取り、延伸ゾーンの炉長
を極力短くすることができる。
【０１０４】
　上記加熱延伸工程における加熱温度Ｔｓは、上記多層フィルムを形成する熱可塑性樹脂
層に含まれる熱可塑性樹脂の融点をＴｍ（℃）として、（Ｔｍ－３０）～（Ｔｍ）℃であ
ることが好ましい。上記温度範囲で加熱して延伸することにより、多層フィルムの変形が
、無配向フィルムの厚み極小部で選択的に進行するのを抑制することができるため、原反
の厚み不良の影響を受け難くなる。
【０１０５】
　上記加熱温度Ｔｓが高過ぎると、延伸応力が不足し、延伸による分子配向効果を十分に
得ることができず、配向緩和が優先して、所望の機械物性および接着性を得られないおそ
れがある。上記加熱延伸温度Ｔｓが低過ぎると、延伸ムラによる不均一変形が原因となっ
て、厚み不良を伴った多層フィルムとなり、光学フィルムとしての商品価値が低下するお
それがある。また、液晶パネルの画像表示品位が低下するおそれがあり、このため、多層
フィルムとしての商品価値が低下するおそれがある。
【０１０６】
　上記加熱延伸工程における延伸時間は、１０～１００秒であることが好ましく、２０～
６０秒であることがより好ましい。上記延伸時間が長過ぎると、加熱による配向緩和によ
り、延伸による分子配向効果を得ることができないおそれがある。上記延伸時間が短過ぎ
ると、顕著なボーイングにより分子配向が不均一となり、加熱収縮率等の寸法安定性や、
破断強度、伸度等の引張特性の異方性が発現するおそれがあり、光学フィルムとして使用
する場合に、光学軸の精度が悪くなるおそれがある。また、過大な延伸応力により延伸時
に多層フィルムが切断したり、テンタークリップが外れたりして、フィルム走行安定性を
損なうおそれがある。
【０１０７】
　上記熱処理工程は、延伸後の多層フィルムの残留歪みを除去又は低減し、アニール処理
するための工程である。上記熱処理工程により、延伸された多層フィルムのボーイングを
低減し、配向を揃えることができる。従って、機械物性の異方性を低減し、寸法安定特性
を付与し、厚みを揃えることができる。
【０１０８】
　上記熱処理工程における加熱温度は、上記多層フィルムを形成する熱可塑性樹脂層に含
まれる熱可塑性樹脂の融点をＴｍ（℃）として、（Ｔｍ－１００）～（Ｔｍ－１０）℃で
あることが好ましい。上記加熱温度を上記範囲内とすることにより、ボーイングを制御し
、分子配向精度を高めることが可能となり、更に熱可塑性を高めることによって、多層フ
ィルムのフィルム剛性を向上させることができる。上記加熱温度が高過ぎると、延伸によ
り得られた分子配向が緩和し、機械強度が低下するおそれがある。
【０１０９】
　上記熱処理工程における加熱時間は、連続生産性に基づいて決定されるフィルム走行速
度に応じて適宣設定できる。上記加熱時間は、５～６０秒であることが好ましく、１０～
３０秒であることがより好ましい。上記加熱時間を上記範囲とすることにより、ボーイン
グを抑制し、分子配向精度を高めることが可能となる。上記加熱時間が短過ぎると、十分
なアニール効果が得られず、結果として多層フィルム流れの下流側に配向がせり出し、逆
ボーイングを助長するおそれがある。上記加熱時間が長過ぎると、フィルム流れの上流側
に配向がせり出し、正ボーイングを助長するおそれがある。このため、多層フィルムの寸
法安定性を損ない、液晶パネルの画像表示品位が低下して、多層フィルムとしての商品価
値が低下するおそれがある。
【発明の効果】
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【０１１０】
　本発明の多層フィルムは、炭素フィラーを含有する第２の熱可塑性樹脂層が、第１の熱
可塑性樹脂層と交互に積層され、上記第１の熱可塑性樹脂層及び上記第２の熱可塑性樹脂
層の積層数の合計が１０以上であり、上記炭素フィラーは、多層フィルムの面方向に対し
て略平行に配向しているので、機械特性に優れ、加工時の伸び、傷や打痕等の外観欠点が
発生し難く、且つ、透明性、光学異方性等の光学特性に優れる。
【図面の簡単な説明】
【０１１１】
【図１】本発明の一実施形態に係る多層フィルムの断面図である。
【図２】多層フィルムの製造方法における、Ｔダイ側面の断面摸式図である。
【発明を実施するための形態】
【０１１２】
（実施例）
　以下、本発明の実施例について説明する。本発明は、下記の実施例に限定されない。
【０１１３】
　（製造例１）
ポリプロピレン樹脂（プライムポリマー社製、商品名：Ｓ１３６、ガラス転移温度：－５
℃、融点：１６５℃、ＭＦＲ：２０ｇ／１０分（測定条件：温度２３０℃、加重２０Ｎ）
）９５重量部、およびカーボンナノチューブ（丸紅情報システム社製、商品名：Ｆｌｏｔ
ｕｂｅ９０００、直径：０．０１μｍ、長さ：１０μｍ）５重量部を混合して、シリンダ
ー温度２２０℃に設定した二軸押出機に供給充填し、押出されたストランドをペレタイザ
ーにてカットして炭素フィラー含有樹脂（１）のペレットを作製した。
【０１１４】
　（製造例２）
上記ポリプロピレン樹脂を、ポリカーボネート樹脂（帝人化成社製、商品名：パンライト
ＡＤ５５０３、ガラス転移温度：１４３℃、ＭＦＲ：２８ｇ／１０分（測定条件：温度２
６０℃、加重２０Ｎ）に変更し、シリンダー温度を２７０℃に変更した以外は、製造例１
と同様にして炭素フィラー含有樹脂（２）のペレットを作製した。
【０１１５】
　（製造例３）
上記ポリプロピレン樹脂を、ポリメチルメタクリレート樹脂（メチルメタクリレート成分
含有量５５モル％、スチレン成分含有量３０モル％、マレイン酸成分含有量１５モル％、
ガラス転移温度：１２０℃、ＭＦＲ：１４ｇ／１０分（測定条件：温度２４０℃、加重２
０Ｎ））に変更し、シリンダー温度を２６０℃に変更した以外は、製造例１と同様にして
炭素フィラー含有樹脂（３）のペレットを作製した。
【０１１６】
　（製造例４）
上記ポリプロピレン樹脂を、ポリエチレンテレフタレート樹脂（ユニチカ社製、商品名：
ＮＥＨ－２０７０、ガラス転移温度：７１℃、ＭＦＲ：２５ｇ／１０分（測定条件：温度
２８０℃、加重２０Ｎ））に変更し、シリンダー温度を２８５℃に変更した以外は、製造
例１と同様にして炭素フィラー含有樹脂（４）のペレットを作製した。
【０１１７】
　（製造例５）
上記ポリプロピレン樹脂を、ノルボルネン樹脂（日本ゼオン社製、商品名：ゼオノア１４
２０、ガラス転移温度：１４２℃、ＭＦＲ：１１ｇ／１０分（測定条件：温度２４０℃、
加重２０Ｎ））に変更し、シリンダー温度を２５０℃に変更した以外は、製造例１と同様
にして炭素フィラー含有樹脂（５）のペレットを作製した。
【０１１８】
　（製造例６）
上記ポリプロピレン樹脂の配合率を９０重量部とし、上記炭素フィラーの配合率を１０重
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量部とする以外は、製造例１と同様にして炭素フィラー含有樹脂（６）のペレットを作製
した。
【０１１９】
　（製造例７）
上記ポリプロピレン樹脂の配合率を１００重量部とし、カーボンナノチューブを配合しな
いこと以外は、製造例１と同様にしてポリプロピレン樹脂（７）のペレットを作製した。
【０１２０】
　（製造例８）
上記ポリプロピレン樹脂を、製造例２記載のポリカーボネート樹脂に変更し、シリンダー
温度を２７０℃に変更した以外は、製造例７と同様にしてポリカーボネート樹脂（８）の
ペレットを作製した。
【０１２１】
　（製造例９）
上記ポリプロピレン樹脂を、製造例３記載のポリメチルメタクリレート樹脂に変更し、更
にシリンダー温度を２６０℃に変更した以外は、製造例７と同様にしてポリメチルメタク
リレート樹脂（９）のペレットを作製した。
【０１２２】
　（製造例１０）
上記ポリプロピレン樹脂を、製造例５記載のポリエチレンテレフタレート樹脂に変更し、
更にシリンダー温度を２８５℃に変更した以外は、製造例７と同様にしてポリエチレンテ
レフタレート樹脂（１０）のペレットを作製した。
【０１２３】
　（製造例１１）
上記ポリプロピレン樹脂を、製造例５記載のノルボルネン樹脂に変更し、更にシリンダー
温度を２５０℃に変更した以外は、製造例７と同様にしてノルボルネン樹脂（１１）のペ
レットを作製した。
【０１２４】
　（製造例１２）
上記カーボンナノチューブを、炭酸カルシウムを主成分とする針状無機フィラー（丸尾カ
ルシウム社製、商品名：ウィスカル、直径：０．５μｍ、長さ：２０μｍ）に替えて使用
した以外は、製造例１と同様にして無機フィラー含有樹脂（１２）のペレットを作製した
。
【０１２５】
　（実施例１）
ポリプロピレン樹脂（７）のペレット１００重量部を、シリンダー径９０ｍｍの単軸押出
機Ｉ（フルフライト型スクリュー、Ｌ／Ｄ＝２８、圧縮比２．５）に供給し、シリンダー
温度２２０℃の条件下で溶融混練して、熱可塑性樹脂組成物を得た。
【０１２６】
　同時に上記炭素フィラー含有樹脂（１）のペレット１００重量部を、単軸押出機Ｉに併
設したシリンダー径４０ｍｍの単軸押出機II（フルフライト型スクリュー、Ｌ／Ｄ＝３５
、圧縮比２．３）に供給し、シリンダー温度２２０℃の条件下で溶融混練して、炭素フィ
ラー含有熱可塑性樹脂組成物を得た。
【０１２７】
　上記熱可塑性樹脂組成物及び上記炭素フィラー含有熱可塑性樹脂組成物を、溶融樹脂量
が同一になるようにして、各々フィードパイプを介して固定ベイン式フィードブロック（
以下適宜「ＦＢ」と称す）に輸送した。上記単軸押出機Ｉより溶融押出されたフィルム状
の熱可塑性樹脂組成物と、上記単軸押出機IIより溶融押出されたフィルム状の炭素フィラ
ー含有熱可塑性樹脂組成物とが積層されるように、ＦＢ内でこれらを合流させて樹脂積層
体を得た。更に、上記ＦＢの下流部に、多層用ブロックを４セット取り付け、３層の樹脂
積層体を、１６個積層することにより積層数の合計を４８として、Ｔダイに導入して拡幅
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し、ダイリップ開口部から吐出させて多層フィルムを得た。当該多層フィルムは、熱可塑
性樹脂組成物からなる第１の熱可塑性樹脂層と、炭素フィラー含有熱可塑性樹脂層からな
る第２の熱可塑性樹脂層とが、交互に積層されていた。Ｔダイは、ストレート型マニホー
ルドを備え、且つ、ダイリップ開口部が長方形であり、その長手幅が１０００ｍｍで、か
つ長手方向に対する垂直方向の幅（クリアランス）が０．３ｍｍであった。上記多層フィ
ルムを、Ｔダイのダイリップ開口部から、クロムメッキを施し１５℃に温度調整された冷
却ロール上に、引取速度２０ｍ／分で送り、冷却固化させてシート状に連続成膜し、幅７
００ｍｍかつ幅方向平均厚み１８０μｍの多層フィルムとした。
【０１２８】
　上記多層フィルムを予熱ゾーン、延伸ゾーン、及び冷却ゾーンを有するロール式延伸機
に、予熱ゾーン入口においてフィルム搬送速度２０ｍ／分で供給した。該多層フィルムを
予熱ゾーンで１１５℃に加温した後、延伸ゾーンの前後に配置された、フィルム流れ方向
の上流側ニップロールと下流側ニップロールに回転速度比を付け、下流側ロール速度の上
流側ロール速度に対する回転速度比を３．０として延伸倍率とし、歪み速度３００％／分
で、延伸ゾーンで長手方向に１１５℃で加熱延伸した後、直ちに冷却ゾーンで８０℃に冷
却して配向固定し、長手方向に一軸延伸された多層フィルムを得た。
【０１２９】
　上記一軸延伸された多層フィルムを、予熱ゾーン、延伸ゾーン、熱処理ゾーンおよび冷
却ゾーンを有する横一軸テンター延伸機に供給した。多層フィルムの端部をテンタークリ
ップで把持し、予熱ゾーンでフィルムを１４０℃に加温した後、続く延伸ゾーンに搬送し
、延伸倍率４．５倍および歪み速度３００％／分で、幅方向に１５５℃で加熱延伸し、直
ちに、続く熱処理ゾーンにおいて１３０℃でアニール処理し、更に冷却ゾーンで８０℃に
冷却して配向固定した。続く延伸機出口において、フィルム端部をクリップ把持より解放
した。その後、スリット工程でクリップ掴み痕の残存するフィルム端部を、フィルム中心
から左右対称に設置したシェア刃でスリットして除去し、巻取張力１００Ｎ／ｍ幅で塩化
ビニル樹脂製コアにロール状に巻取った。
【０１３０】
　得られた多層フィルムの炭素フィラーは、多層フィルムの面方向に対して略平行に配向
しており、且つ多層フィルムの長手方向に配向していた。また、得られた多層フィルムの
幅は、テンタークリップ掴み痕を含む両端部を除いて１５００ｍｍであり、幅方向の平均
厚みは、約２０μｍであった。
【０１３１】
　（実施例２）
上記ポリプロピレン樹脂（７）、及び炭素フィラー含有樹脂（１）のペレットを、上記ポ
リカーボネート樹脂（８）、及び上記炭素フィラー含有樹脂（２）のペレットに変更し、
更に上記単軸押出機Ｉ及びIIのシリンダー温度を２６０℃に変更して、幅方向平均厚み１
５０μｍの多層フィルムを製造し、更に上記ロール式延伸機の予熱ゾーン温度を１４５℃
、延伸ゾーン温度を１４８℃、回転速度比を１．７５とし、更に横一軸テンター延伸機の
延伸倍率を１．９倍、予熱ゾーン温度を１５０℃、延伸ゾーン温度を１５５℃、熱処理ゾ
ーン温度を１４０℃、に各々変更した以外は、実施例１と同様の条件で、多層フィルムを
製造した。得られた多層フィルムの幅方向の平均厚みは、約５５μｍであった。
【０１３２】
　（実施例３）
上記ポリプロピレン樹脂（７）、及び炭素フィラー含有樹脂（１）のペレットを、上記ポ
リメチルメタクリレート樹脂（９）、及び上記炭素フィラー含有樹脂（３）のペレットに
変更し、更に上記単軸押出機Ｉ及びIIのシリンダー温度を２６０℃に変更して、幅方向平
均厚み１５０μｍの多層フィルムを製造し、更に上記ロール式延伸機の予熱ゾーン温度を
１１５℃、延伸ゾーン温度を１２０℃、回転速度比を１．８とし、更に横一軸テンター延
伸機の延伸倍率を２．２倍、予熱ゾーン温度を１３０℃、延伸ゾーン温度を１３５℃、熱
処理ゾーン温度を１１５℃、に各々変更した以外は、実施例１と同様の条件で、多層フィ
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ルムを製造した。得られた多層フィルムの幅方向の平均厚みは、約５０μｍであった。
【０１３３】
　（実施例４）
上記ポリプロピレン樹脂（７）、及び炭素フィラー含有樹脂（１）のペレットを、上記ポ
リエチレンテレフタレート樹脂（１０）、及び上記炭素フィラー含有樹脂（４）のペレッ
トに変更し、更に上記単軸押出機Ｉ及びIIのシリンダー温度を２８０℃に変更して、幅方
向平均厚み１８０μｍの多層フィルムを製造し、更に上記ロール式延伸機の予熱ゾーン温
度を９５℃、延伸ゾーン温度を１００℃、回転速度比を３．２とし、更に横一軸テンター
延伸機の延伸倍率を４．１倍、及び予熱ゾーン温度を１００℃、延伸ゾーン温度を１２０
℃、熱処理ゾーン温度を１８０℃に各々変更した以外は、実施例１と同様の条件で、多層
フィルムを製造した。得られた多層フィルムの幅方向の平均厚みは、約２２μｍであった
。
【０１３４】
　（実施例５）
上記ポリプロピレン樹脂（７）、及び炭素フィラー含有樹脂（１）のペレットを、上記ノ
ルボルネン樹脂（１１）、及び上記炭素フィラー含有樹脂（５）のペレットに変更し、上
記単軸押出機Ｉ及びIIのシリンダー温度を２４０℃に変更して、幅方向平均厚み１５０μ
ｍの多層フィルムを製造し、更に上記ロール式延伸機の予熱ゾーン温度を１４５℃、延伸
ゾーン温度を１４５℃、回転速度比を１．６とし、更に横一軸テンター延伸機の延伸倍率
を２．０倍、予熱ゾーン温度を１４０℃、延伸ゾーン温度を１４５℃、熱処理ゾーン温度
を１３０℃、に各々変更した以外は、実施例１と同様の条件で、多層フィルムを製造した
。得られた多層フィルムの幅方向の平均厚みは、約５５μｍであった。
【０１３５】
　（実施例６）
上記炭素フィラー含有樹脂（１）のペレットを、上記炭素フィラー含有樹脂（６）のペレ
ットに変更した以外は、実施例１と同様の条件で、多層フィルムを製造した。
【０１３６】
　（実施例７及び８）
分割積層可能な多層用ブロックのセット数を変更し、上記多層フィルムの層数を、表１記
載の層数とした以外は、実施例１と同様の条件で、多層フィルムを製造した。
【０１３７】
　（実施例９）
上記Ｔダイのダイリップ開口部のクリアランスを、０．５ｍｍとした以外は、実施例１と
同様にして、多層フィルムを製造した。
【０１３８】
　（比較例１）
上記炭素フィラー含有樹脂（１）のペレットを、上記ポリプロピレン樹脂（７）のペレッ
トに変更した以外は、実施例１と同様の条件で、多層フィルムを製造した。
【０１３９】
　（比較例２）
上記炭素フィラー含有樹脂（２）のペレットを、上記ポリカーボネート樹脂（８）のペレ
ットに変更した以外は、実施例２と同様の条件で、多層フィルムを製造した。
【０１４０】
　（比較例３）
上記炭素フィラー含有樹脂（３）のペレットを、上記ポリメチルメタクリレート樹脂（９
）のペレットに変更した以外は、実施例３と同様の条件で、多層フィルムを製造した。
【０１４１】
　（比較例４）
上記炭素フィラー含有樹脂（４）のペレットを、上記ポリエチレンテレフタレート樹脂（
１０）のペレットに変更した以外は、実施例４と同様の条件で、多層フィルムを製造した
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。
【０１４２】
　（比較例５）
上記炭素フィラー含有樹脂（５）のペレットを、上記ノルボルネン樹脂（１１）のペレッ
トに変更した以外は、実施例５と同様の条件で、多層フィルムを製造した。
【０１４３】
　（比較例６）
上記炭素フィラー含有樹脂（１）のペレットを、上記無機フィラー含有樹脂（１２）のペ
レットに変更した以外は、実施例１と同様の条件で、多層フィルムを製造した。
【０１４４】
　（比較例７）
分割積層可能な多層用ブロックを使用せず、上記多層フィルムの層数を、表１に記載の層
数とすること以外は、実施例１と同様の条件で、多層フィルムを製造した。
【０１４５】
　（比較例８）
上記Ｔダイのダイリップ開口部のクリアランスを、１．２ｍｍとした以外は、実施例１と
同様にして、多層フィルムを製造した。
【０１４６】
　（評価）
実施例１～９及び比較例１～８で製造した多層フィルムの層数、引張弾性率、曇度、表面
硬度、引裂強力、炭素フィラーの配向性を、以下の評価方法によって評価した。
【０１４７】
　（１）層数
上記多層フィルムの幅方向中央部分を、鋭利なレザー刃で長手方向平行に切断し、フィル
ム断面を得た。該フィルム断面をデジタルマイクロスコープ（キーエンス社製、型番「Ｖ
ＨＸ－２００」）で目視観察しながら、厚み方向の層数を計数した。
【０１４８】
　（２）引張弾性率
ＪＩＳＫ－７１２７およびＪＩＳＫ－７１６１記載の引張試験方法に準拠して測定した。
なお測定は、上記多層フィルムの長手方向および幅方向について行い、その平均値を引張
弾性率とした。また測定雰囲気は、温度２３℃、相対湿度５０％ＲＨの環境条件下で行っ
た。
【０１４９】
　（３）曇度
　ＪＩＳＫ－７１０５記載のプラスチックの光学的特性試験方法に準拠して測定した。曇
度計（東京電色社製、型番「ＴＣ－Ｈ３ＤＰＫ」）を用いて、多層フィルムの幅方向に５
０ｍｍ間隔で測定し、平均値を算出して、多層フィルムの曇度とした。
【０１５０】
　（４）表面硬度
ＪＩＳＫ－５４００記載の鉛筆引っかき試験方法に準拠して測定した。荷重０．９８Ｎで
、多層フィルム表面に鉛筆による引っかき傷が入る、最も低い鉛筆硬度を多層フィルムの
表面硬度とした。
【０１５１】
　（５）引裂強力
ＪＩＳＫ－７１２８－１記載の引裂強さ試験方法（トラウザー法）に準拠して測定した。
なお測定は、上記多層フィルムの長手方向およびに実施した。また測定は、温度２３℃、
相対湿度５０％ＲＨの環境条件下で実施した。
【０１５２】
　（６）炭素フィラーの配向性
多層フィルムの表面、及び多層フィルムを鋭利なレザー刃で、長手方向且つ厚み方向であ
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る方向に切断して得られる断面の２面それぞれを、透過型電子顕微鏡（日本電子社製、型
番「ＪＥＭ－１２００ＥＸＩＩ」）で観察して写真撮影を行った。この写真画像を元に、
画像処理ソフト（ナノシステム社製、型番「ＮＳ２Ｌ－Ｌｔ」）を用いて、多層フィルム
の面方向と平行であり、且つ多層フィルムの長手方向を基準とした炭素フィラーの配向角
度の平均、及び標準偏差を算出した。以下の評価基準に従って、炭素フィラーが多層フィ
ルムの面方向に対して略平行であり、且つ長手方向に配向しているかどうかを判定するこ
とにより、炭素フィラーの配向性を評価した。なお、無機フィラーを用いた比較例６につ
いても、同様に無機フィラーの配向性を評価した。
○：配向角度の平均値が１°以内であり、且つ標準偏差が１°以内のもの
×：配向角度の平均値、又は標準偏差の少なくともどちらか一方が１°を超えるもの
　結果を下記の表１に示す。
【０１５３】
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【表１】

【０１５４】
　（考察）
　表１の結果から、実施例１～９の多層フィルムは、第１の熱可塑性樹脂層と、第２の熱
可塑性樹脂層とが交互に積層されてなり、第２の熱可塑性樹脂層は、炭素フィラーを含有
し、第１の熱可塑性樹脂層及び第２の熱可塑性樹脂層の積層数の合計が１０以上であり、
炭素フィラーが多層フィルムの面方向に対して略平行に配向しているので、引張弾性率、
鉛筆硬度、及び引裂強力が高く、機械特性に優れていた。また、曇度が低く光学特性に優
れていた。
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【０１５５】
　比較例１～５の多層フィルムは、第２の熱可塑性樹脂層が炭素フィラーを含有していな
いため機械特性に劣り、引張弾性率、鉛筆硬度、及び引裂強力が低かった。
【０１５６】
　比較例６の多層フィルムは、炭素フィラーを用いず、炭酸カルシウムを主成分とする針
状無機フィラーを用いているため、機械特性に劣り、引張弾性率、鉛筆硬度、及び引裂強
力が低かった。また、曇度が高く光学特性に劣っていた。
【０１５７】
　比較例７の多層フィルムは、積層数の合計が少ないため、機械特性に劣り、引張弾性率
、鉛筆硬度、及び引裂強力が低かった。また、曇度が高く光学特性に劣っていた。
【０１５８】
　比較例８の多層フィルムは、ダイリップ開口部のクリアランスが広く、炭素フィラーが
多層フィルムの面方向に対して略平行に配向できなかったため、機械特性に劣り、引張弾
性率、鉛筆硬度、及び引裂強力が低かった。また、曇度が高く光学特性に劣っていた。
【符号の説明】
【０１５９】
１…多層フィルム
２１，２２，２３，２４，２５，２６…第１の熱可塑性樹脂層
３１，３２，３３，３４，３５，３６，３７…第２の熱可塑性樹脂層
４…樹脂積層体
５…ランド
６…ダイリップ
７…冷却ロール
８…多層フィルム
ｈ…ダイリップ開口部のクリアランス
【図１】

【図２】
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